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抄録
【目的】地域における健康危機管理従事職員に対する研修は、国、自治体および民間機関等、さまざまな主体により提供されている。平成９年の旧自治省による「地方自治・新時代における人材育成基本方針策定指針」以降、近年多くの自治体が人材育成指針を策定し研修の企画・運営を行うようになってきている。本研究では、自治体の地域における健康危機管理担当機関が職員を対象に企画・実施した健康危機管理関連研修(以下「所内研修」)について実態を明らかにし、今後の人材基盤を中心とした体制充実に必要な事項について考察したので報告する。 

【方法】郵送自記式質問紙調査。対象は全国の保健所517か所、地方衛生研究所79か所の所長計596名。所内研修の2007年度における実施状況、研修受講によって職員に習得を期待する健康危機管理コンピテンシー（職務遂行能力）(複数回答可)について回答を求めた。
【結果】回収率62.9%。所内研修数は1施設あたり平均2.9、中央値2, 標準偏差2.9, 最大値17(0.3%), 最小値0 (12.0%),最頻値2(24.8%)、研修内容の最多分野は「感染症」28.4%、次いで「災害有事・重大健康危機」18.7%。1回あたり研修実施時間は平均3.7時間、最頻値「2時間以上3時間未満」30.1%。受講者に習得を期待する健康危機管理コンピテンシーのうち延研修数あたり最多は「発生事態のインパクト推計に必要な知識・技術を習得できる(48.7%)」、次いで「平常時から非常事態への移行判断を習得できる(44.9%)」、最少は「記録文書や科学論文として一連の対策を総括できる(7.2%)」、「地域健康危機管理計画を策定・実施できる(8.5%)」および「インパクト推計に必要充分な情報収集ができる(12.0%)」であった。
【考察およびまとめ】地域における健康危機管理担当機関には、健康危機発生有事から事前・事後を含む平常時における準備が求められている。今回の調査結果より、所内研修において主に習得が期待される健康危機管理コンピテンシーは「有事に対応できる実践能力」が中心であると思われた。一方、記録文書や論文による総括や計画策定、適格な情報収集ができる健康危機管理コンピテンシー等、比較的高度な知識や技術が必要な健康危機管理コンピテンシーの習得研修については、提供が必ずしも十分ではない可能性があり、所内研修以外の方法で補完すべきではないかと考えられた。今後、地域の健康危機管理体制における人材基盤の体制充実のためには、さまざまな研修提供主体の実態把握に基づく役割分担・連携強化を図ることが、いっそう重要であると思われた。






